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１．はじめに
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はじめに

今回の実施目的は、「過年度の計画が各審査項目において『如何様な記載が多くなってきているのか』『他商工
会・商工会議所にはない、希有な記載であり優良事例とされるものは何か』と言う視点で、認定されている経営
発達支援計画の傾向分析を行うこと。」である。

分析に際しては、記載されている文章を単語単位に分解し、出現する単語の傾向を計算できるテキストマインニ
ングを実施することにした。テキストマイニングは「どの単語が何件記載されているか（抽出語）」「どのような意味
の単語がどの程度記載されているか（コーディング）」「地域や認定年度による記載内容の傾向はあるのか（クロ
ス集計）」のような把握が可能であることより、「定量的な内容把握により、読んでいては気づかない傾向を把握
する」ことを狙っている。

前述視点で約1400の計画を全て読み込むことは時間的な制約より困難であるため、計画より今回の目的の分
析対象となる記載を、経営発達支援計画の記載項目と審査観点の必須項目８つ及び任意項目２つとし、計
画（デジタルデータ）からテキストを抽出し、テキストマイニングによる分析を行っている。
分析は、分析の方向性を見出すための「プレ分析」と、プレ分析の結果を受けた「本分析」の2段階で実施した。
今回、様々な角度からデータ分析を行ったが、出現ワードの過多や記載内容の類似性、地域や認定年度による
差はみられたが、優良事例の把握につながる結果を得ることはできなかった。

優良事例の把握に関して、プレ分析の結果を整理し、本来の経営発達支援計画のあるべき姿を「優良事例」と
置き、2024年12月に公開された、「小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）事務局案の概要」及び「小規模
企業振興基本計画（第Ⅲ期）事務局案」との関連性を把握し、類似性が高い計画が、中小企業支援として
求められる、経営発達支援計画として、望ましい、優良事例につながるとの仮説をおき、分析を行い、本分析の
結論とした。
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1. 経営発達支援計画の記載から、「希有な記載であり優良事例」がみられるかを単語の出現数
の傾向から見出せるものがないかを検討。

2. 類似性は見られたが、その結果から、「希有な記載であり優良事例」とは判断ができなかった。

3. 「希有な記載であり優良事例」について、定義を行うことが必要となる。

4. 経営指導員の在り方等を含め、経営発達支援計画の在り方について、「小規模企業振興基
本計画（第Ⅲ期）事務局案」に記載されている内容を、中小企業支援としての支援機関に
求められている、経営発達支援計画として、望ましい、優良事例につながるとの仮説をおくことと
した。

5. 経営発達支援計画に記載されている「小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）事務局案」に
記載されている文言の出現割合を、計画ごとに集計し、読み込みを行い、当該計画における特
徴を整理。

6. 以上の分析結果より、本分析の結論とする。

分析のストーリー
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２．プレ分析
プレ分析サマリー
分析に用いた情報
プレ分析実施概要
プレ分析①経営発達支援計画ガイドライン（記載例）との文章の類似性
プレ分析①経営発達支援計画ガイドライン（記載例）との文字数の類似性
プレ分析②他団体との類似性
類似性分析全体を通して
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プレ分析サマリー

＜目的＞
分析を通じて見つけ出す「優良事例」「希有な事例」等に関して、どのように選定を行うかという点について、一部の
優良と思われる計画を分析することで、方向性を見出すことが可能か確認を行うことを目的とした。

＜仮説＞
経営発達支援計画の記載内容は、ガイドラインをベースとした記載となっていることから、ガイドラインの内容と似通っ
たものになっており、また、地域内での相談や、情報共有などにより、同じような計画となっている団体があるのではな
いか。

それにより、地域資源に基づいた独自の計画とはなっておらず、一般的な記載が多くなってしまっているのではないか。

＜分析手順＞
①分析対象地域を限定し、その地域の82の計画を抽出し、読み込み、優良と思われる計画を抜き出す。
②経営発達支援計画ガイドライン（記載例）との類似性を分析する。
・文章の類似
・文字数の類似

③他団体との類似性を分析する。

＜結果概要＞
仮説で記載の通り、多くの団体でガイドラインとの類似性が確認された。また、他団体の文章との類似する団体も確
認された。
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プレ分析実施概要

分析1
単語のグループ化
（コーディング）

複合語設定 分析2

4月 5月 6月 7月

対象団体
選定

計画
抽出

結果
報告

分析

必要に応じて繰り返し実施

分析条件
・関東経済産業管轄県における以下の条件より82件を対象に実施。
抽出条件：①関東経済産業管轄県

②経営発達支援事業実施状況調査（令和4年度実績）において、
全団体の平均値以上である、報告事業者数34者以上、かつ分析対象事業者数13者以上の団体

※デジタルデータとして読み込み不可の計画（スキャンデータの計画等）は、分析の対象外。
・分析項目は以下の10項目とし、プレ分析の結果を踏まえ、本分析における分析項目を決定する。
【必須】 ① 地域の経済動向調査に関すること
【必須】 ② 需要動向調査に関すること
【必須】 ③ 経営状況の分析に関すること
【必須】 ④ 事業計画策定支援に関すること
【必須】 ⑤ 事業計画策定後の実施支援に関すること
【必須】 ⑥ 新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること
【必須】 ⑦ 事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること
【必須】 ⑧ 経営指導員等の資質向上等に関すること
【任意】 ⑨ 他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること
【任意】 ⑩ 地域経済の活性化に資する取組に関すること

※プレ分析の報告においては事業者支援に関わる①～⑥項目とする

※複合語の設定や単語のグループ化により
分析に用いる重点ワードを設定していきます

＜実施方法＞
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分析の観点

どのような記載が多くなっているのか、他商工会・商工会議所にはない希有な記載であり優良事例とされる
計画（内容）を抽出し、計画の類似性分析を実施する。

経営発達支援計画の類似性分析の視点

以下の２つの視点から類似計画を抽出、分析する。

①経営発達支援計画ガイドライン（記載例）との類似性
・文章の類似
・文字数の類似

②他団体との類似性

プレ分析実施概要
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文章におけるガイドラインとの類似性分析方法

１．ガイドライン文章を各項目ごとに分節に分け（最大50分節）、各団体計画をガイドライン分節と比較。
      完全一致、並びにきわめて類似している件数を抽出する。

例）分節分割例

２．各項目ごとに各計画（各団体）ごとの類似件数を出し、
ガイドラインの最大文節数を100％としたときの類似率を算出する。

例）類似率算出例

①地域の経済動向調査に関すること
ガイドライン分節数：26
A団体：5

①経営発達支援計画ガイドライン（記載例）との文章の類似性

■ガイドライン抜粋

■分節分割

A団体における類似率：19.2%
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文章における類似率別の団体数

以下表より、1～20％未満での類似率が一番多く、ガイドラインを部分的に参考にし、各商工団体において計画を策定
していることが見て取れる。

①経営発達支援計画ガイドライン（記載例）との文章の類似性

項目 0% 1～20％未満 21～40％未満 40～60%未満

必須
項目

① 地域の経済動向調査に関すること ４ 65 11 ２

② 需要動向調査に関すること 37 40 5 0

③ 経営状況の分析に関すること 57 24 1 ０

④ 事業計画策定支援に関すること 13 61 8 ０

⑤ 事業計画策定後の実施支援に関すること 13 39 28 2

⑥ 新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 45 36 1 ０

（単位：団体）
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文字数におけるガイドラインとの類似性分析方法

１．ガイドラインの記載例の文字数を各項目ごとに集計し、各団体計画の文字数と比較。
２．項目ごとに文字数の最大値、最小値を出し、その差異を比較する。

①経営発達支援計画ガイドライン（記載例）との文字数の類似性
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文字数における類似率別の団体数

以下表より、全項目においてガイドライン文字数が6,368文字に対し最大文字数が27,334文字、最小文字数が
5,492文字であった。ガイドラインを最低限の記載量と仮定するのであれば、ガイドラインより文字数が少なくても認定され
ていることが見て取れる。またガイドライン（記載例）の4倍以上の文字数を記載している計画（団体）も見受けられた。

①経営発達支援計画ガイドライン（記載例）との文字数の類似性

項目
ガイドライン
文字数

ガイドラインより
多い団体数

MAX文字数
ガイドラインより
少ない団体数

MIN文字数

必須
項目

① 地域の経済動向調査に関すること 923 69 3,942 13 612

② 需要動向調査に関すること 815 69 2,960 13 613

③ 経営状況の分析に関すること 956 67 5,048 15 706

④ 事業計画策定支援に関すること 1,159 70 4,960 12 781

⑤ 事業計画策定後の実施支援に関すること 948 61 3,998 21 376

⑥ 新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 1,567 66 8,669 16 918

全項目 6,368 73 27,334 ９ 5,492



13

類似率別の平均文字数

以下表より、①、⑤、⑥の項目においては、類似率が高いほど文字数が少ない傾向にあるが、②、③、④の項目においては関
連性は薄い。

①経営発達支援計画ガイドライン（記載例）との文字数の類似性

項目
ガイドライン
文字数

類似率

0% 1～20％未満 21～40％未満 40～60%未満

必須
項目

① 地域の経済動向調査に関すること 923 0 1702 1365 1256 

② 需要動向調査に関すること 815 1447 1634 1085 

③ 経営状況の分析に関すること 956 1920 1473 1158 

④ 事業計画策定支援に関すること 1,159 1989 2088 2092 

⑤ 事業計画策定後の実施支援に関すること 948 803 1596 1278 1336 

⑥ 新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 1,567 3036 2685 2369 

※０％の計画においては、該当文字を技術的に抽出できない計画も含む。
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他団体との類似性分析方法

１．各団体の計画を読み込み、複数の計画に記載のある文章を抽出。

２．以下A、Bの分析を行う。

分析A）
項目ごとに20文字以上の重複文章のみ抜き出し、重複している文章の数と、利用団体数を算出する。

分析B）
重複文章の利用頻度が高い団体より、特異な傾向がないかを検証する。

②他団体との類似性
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複数の計画に記載のある文章数、利用のべ団体数

以下表より、20文字以上の重複文章は全ての項目において多くあり、利用している団体も多くみられた。
このことから、サンプルの計画、もしくは他団体の計画を参考に策定をしていることが見て取れる。

②他団体との類似性_分析A

項目
20文字以上の
重複文章数

重複文章利用
のべ団体数

1文章あたりの
平均

重複団体数

MAX重複文章
文字数

左記文章利用
団体数

必須
項目

① 地域の経済動向調査に関すること 41 217 5.2 79 ７

② 需要動向調査に関すること 25 95 3.8 88 ４

③ 経営状況の分析に関すること 37 265 7.2 59 8

④ 事業計画策定支援に関すること 47 259 5.5 76 4

⑤ 事業計画策定後の実施支援に関すること 50 331 6.6 58 11

⑥ 新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 48 277 5.8 47 3

全項目 248 1,444 5.8 ー ー
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（参考）重複文章の利用数の高い団体

前ページの結果より、各項目においてそれぞれ5文章以上利用している団体のみを抽出した。

②他団体との類似性_分析A

都道府県 団体名
① 地域の経済動向
調査に関すること

② 需要動向調査
に関すること

③ 経営状況の分析
に関すること

④ 事業計画策定支援
に関すること

⑤ 事業計画策定後の
実施支援に関すること

⑥ 新たな需要の開拓に
寄与する事業に関すること

総計

栃木県 矢板市商工会 17 6 22 18 22 28 113

栃木県 氏家商工会 17 19 14 19 26 95

栃木県 下野市商工会 12 18 17 22 25 94

栃木県 壬生町商工会 12 17 17 15 12 73

栃木県 足利市坂西商工会 15 17 12 15 11 70

栃木県 益子町商工会 12 14 17 15 10 68

栃木県 小山市おもいがわ商工会 14 14 12 15 11 66

栃木県 西那須野商工会 15 17 10 13 10 65

栃木県 那須町商工会 8 6 17 10 16 7 64

栃木県 那須烏山商工会 10 16 16 11 10 63

栃木県 都賀町商工会 8 8 17 13 15 61

栃木県 にのみや商工会 13 17 14 10 6 60

栃木県 那須塩原市商工会 6 14 11 15 9 55

長野県 伊那商工会議所 6 9 5 10 30

静岡県 島田商工会議所 5 9 5 10 29

山梨県 笛吹市商工会 5 9 11 25

長野県 長野商工会議所 5 8 8 21

群馬県 桐生市新里商工会 9 9 18

群馬県 高崎市群馬商工会 9 9 18

群馬県 みなかみ町商工会 8 9 17

埼玉県 所沢商工会議所 5 9 14

千葉県 野田商工会議所 5 8 13

群馬県 前橋商工会議所 5 5

合計 185 47 250 216 218 221 1,137
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②他団体との類似性_分析B

重複文章の利用頻度が高い団体の特異な傾向（一部抜粋）

【傾向①】
以下より、記載文書が同一である団体が見受けられた。
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重複文章の利用頻度が高い団体の特異な傾向（一部抜粋）

【傾向②】
以下より、地域は異なるが類似する文章が多い団体も見受けられた。

②他団体との類似性_分析B
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＜仮説と結果との差異＞
当初の仮説通り類似性が確認でき、仮説が証明されたといえる。また、非近隣団体においても、同様の記載が
見られることから、ガイドラインに沿った記載だけではなく、計画自体の記載内容等の情報共有も可能性として想
定される。
しかし、地域として同じ方向性を見ていることを考慮すると、計画が類似していることが一概に効果の低い計画と
は言えず、地域一帯で同じ方向性を見ている、一致団結しているとの見方も考えられ、類似性の分析の有効性
は低いとの判断に至った。

類似分析全体を通して
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３．本分析
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3-1.本分析の概要

本分析のストーリー
本分析の目的と仮説
本分析の流れ
本分析の対象団体と対象項目
本分析
本分析の結果、及び次のステップへの考察
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本分析のストーリー

1. まず、対象の計画のテキスト情報を解析し、有意な傾向や特徴を見出すべく、テキスト分析で実効性の高い手法である複
合語設定および単語のグループ化（コーディング）を用いた。小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）事務局案も参考に、
32個のグループに分けて分析。エリア、認定年度、団体カテゴリー、計画の各項目等の切り口、またワード出現ランキング等
の傾向等と統計的なクロス分析を実施した。各種の気づきは発見されたものの、計画のテキスト情報のみでは、有意な傾
向や特徴を見出すことが困難との結論に至った。

2. 次に、小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）事務局案との類似性を分析した。この分析の意図としては、上記分析過
程で読みこんだ計画からの気づきである、「ワード分析から、地域性や人的制約などは読み取れるものの、ワード出現の傾
向は似通っており、差異の程度は小さい。計画が似通う因子として経営支援発達計画ガイドラインの存在を仮定できる」が
ある。

3. 翻って「良い計画とは何か？」という観点に立つと、支援法の意図である小規模事業者の支援にあたり、支援団体に求めら
れる期待＝支援への取組をきちんと記載している計画が良い計画であろう、と考えられる。すなわち有識者の総論でもある、
第三期計画の重点ポイントを押さえた計画作りであることが、支援事業者として求められる、経営発達支援計画として、望
ましい、優良事例につながるとの仮説をおき、
「小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）事務局案」
に記載されている内容を記載している計画を抽出し、内容を読み込むことで、当該計画に共通の記載を見出し、その記載
内容を網羅した計画が「優良事例」であり、それに加え、独自の支援策を盛り込んだものが「希有な記載」となるのではない
かという観点で本分析を行うこととした。
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本分析の概要

＜目的＞
プレ分析の結果を踏まえ、分析対象を全国に広げ、どのような記載が多いのか、地域や認定年度での記載
内容に差が生じているのかを確認し、最終的に「優良事例」「希有な事例」等の発見につながる分析結果を
得ることを目的とした。

＜仮説＞
地域が抱える課題や、経営指導員数、事業者数などの、商工団体の指導員が事業者支援に割ける時間的
な制約などにより、計画の記載内容に差が生じるのではないか。

計画に記載されているワードを内容によりグルーピングし、傾向を集計すれば、上記の計画差を把握することが
できるのではないか。

その結果に基づく、経営発達支援計画が抱える問題点の把握に加え、小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）
事務局案と対比を通じた今後の方向性を検討することにより、「優良事例」「希有な事例」等の発見につなが
るのではないか。
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本分析の流れ

8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

対象確定 分析実施

分析条件

・不備データの対応
→読み込みができなかった計画について差し替えは行わない
・有効とするデータ基準
→1項目でも読み込めた計画は有効とし、分析対象に含める
・出現ワードのカウントや、属性による傾向などを提示
・面的な支援から点の支援につながっているところが理想と思われるので、
セミナー開催→個社支援してという一連の流れを事例を好事例とするのもよいのではないか
・小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）事務局案を網羅している計画があるか分析し、傾向を把握する

分析の方向性

•小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）事務局案に記載されているワードの出現数を分析し、多くの文字を含んだ計画の傾向を
読み込み、傾向を把握することにより、優良事例を見つけることとする。

報告書作成
対象方針検討 方向性検討 方向性

確定

＜本分析の実施方法＞

図3
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本分析の対象団体と対象項目

＜分析対象計画数＞
●団体の事業計画（合計1,378計画）
抽出条件： 読み込みができなかった計画について差し替えは行わない
有効データ基準：1項目でも読み込めた計画は有効とし、分析対象に含める
※共同申請数については33頁参照

＜分析対象項目＞
＜必須項目＞
① 地域の経済動向調査に関すること（1,329団体）
② 需要動向調査に関すること（1,302団体）
③ 経営状況の分析に関すること（1,298団体）
④ 事業計画策定支援に関すること（1,310団体）
⑤ 事業計画策定後の実施支援に関すること（1,315団体）
⑥ 新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること（1,304団体）
⑦ 事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること（1,324団体）
⑧ 経営指導員等の資質向上等に関すること（1,254団体）

＜任意項目＞
⑨ 他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること（662団体）
⑩ 地域経済の活性化に資する取組に関すること（592団体）
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複合語設定および単語のグループ化（コーディング）

本分析①：単語のグループ化（コーディング）

重点ワードを設定することで、「頻度の高いワードの抽出」「特異なワード（出現頻度の少ないワード）の

抽出」を行う。

【複合語】
単語を組み合わせて意味を成す言葉を設定

【単語のグループ化（コーディング） 】
言葉を見たいカテゴリーに分類する
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＜実施内容＞
・計量テキスト分析・テキストマイニングのためのツールを使って複合語を32種類（※）の分類でグループ化を実施
（例：中小企業、小規模事業者・・・ → 「事業者」という分類にグループ化）
機械的にグループ化を行った後、曖昧な複合語については目視によるグループ化を実施

・分析対象項目①～⑩（前項参照）のうち、複合語の出現数上位8割程度を分析対象としている
⑥、⑩： 出現数「12」以上を対象
上記以外：出現数「8」以上を対象

・「知的財産」という分類については、全て（出現数「1」以上）をグループ化の対象としている

・曖昧な複合語は「その他」で一括りとしグループ化している

・分析に適さない固有名詞等（地名等）はグループ化の対象外とした

本分析②：単語のグループ化（コーディング）

連携 創業 計画 その他（状態）

補助金等 情報発信 経営分析 その他

評価・見直し 商工団体 経営全般

伴走支援 事業承継 金融

売上・利益 事業者 業種

展示会等 事業 外部環境

調査 資質向上 課題

地域資源 支援全般 マーケティング

地域 財務会計 セミナー・研修

知的財産 広域 IT・DX

※分類32種類
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＜気づき等＞
・分析対象によって出現する複合語の傾向に偏りが見られる
（例： ②需要動向調査に関することでは、「展示会等」に関する複合語が頻出する・・・等）

しかしながら、分析対象によらず、全体的に出現する複合語も存在する
（例：「事業計画」という複合語は、多少はあるものの全ての分析対象にて出現する・・・左表参照）

・「知的財産」については、全体的に出現数が少ないものの、以下の分析対象項目では相対的に多く用いられている

③経営状況の分析に関すること・・・右表参照

また、 「知的財産」には、「特許」の他、「商標」（「地域団体商標」）も複合語も分類に含めているが、
出現数は軒並み少ない傾向にある

本分析③：単語のグループ化（コーディング）における気づき

分析対象 複合語 出現数 分類名

① 事業計画 400計画

② 事業計画 1,080計画

③ 事業計画 1,511計画

④ 事業計画 6,968計画

⑤ 事業計画 5,821計画

⑥ 事業計画 1,065計画

⑦ 事業計画 273計画

⑧ 事業計画 246計画

⑨ 事業計画 56計画

⑩ 事業計画 28計画

分析対象 複合語 出現数 分類名

③ 知的財産 80知的財産

③ 知的資産 20知的財産

③ 特許・知的財産 7知的財産

③ 知財 2知的財産

③ 商標権 1知的財産

左表：「事業計画」の出現数 右表： 「知的財産」に分類される複合語の出現数（分析対象③のみ）
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本分析④：テキストマイニングによる分析

グループ化（コーディング）作業を行った後、32種類のコーディングループのに含まれるワードが、計画に記載されてい
るかをテキストマイニングによる分析を行い、計画の10項目について集計を行った。
なお、レポート作成に際しては、32種類の中から、今回の分析目的に有効と思われる項目に絞って作成した。
次頁以降、テキストマイニングの結果に関する考察を記載する。

◆分析事項：詳細は本報告書末尾参照
・出現ワードランキング（上位）
・出現ワードランキング（下位）
・コーディンググループのクロス集計
（集計軸）管轄経済産業局 / 都道府県 / 申請団体数 / 認定年度 / 法定経営指導員数 / 商工業者数カテゴリー

※法定経営指導員数は、法定経営指導員一覧（2024年3月31日時点）のうち、計画種類が経営発達支援計画
となっている人数を採用
※都道府県分析に関しては、管轄経済産業局の結果を活用（都道府県分析の結果は利用していない）

＜分析対象＞
【必須】
① 地域の経済動向調査に関すること
② 需要動向調査に関すること
③ 経営状況の分析に関すること
④ 事業計画策定支援に関すること
⑤ 事業計画策定後の実施支援に関すること
⑥ 新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること
⑦ 事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること
⑧経営指導員等の資質向上等に関すること
【任意】
 ⑨他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること
 ⑩地域経済の活性化に資する取組に関すること
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特徴 ※考察における該当データは次ページに記載

北海道 総じて、各項目の記載割合が高い
中でも、金融や事業承継や地域資源の記載が多くい

東北 広域や伴走支援に関する記載が多い

関東 情報発信や地域、伴走支援、資質向上、セミナーの記載が多い

中部 情報発信、金融、補助金、資質向上の記載が多い
経営状況の分析に関することで、知的財産の記載がい

近畿 創業やセミナー・研修等の記載が多い

中国 IT・DX、金融、地域資源の記載が多い

四国 マーケティング、調査、財務会計、地域の記載が多い
少ない記載割合として、「他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交反面換に関すること」「地域
経済の活性化に資する取組に関すること」における各項目となっている

九州 特徴は少ないが、広域や補助金などの記載が多い。

沖縄 セミナー・研修、広域、地域、連携、資質向上の記載が多い
少ない記載割合としては、事業承継、外部環境の記載となっている

【考察】コーディンググループのクロス集計（管轄経済産業局）

分析対象項目による差はあるが、地域による記載のバラツキが確認できた。
特に、北海道における記載割合の高さが特徴として見て取れた。
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【考察】コーディンググループのクロス集計（管轄経済産業局）

分析対象項目 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

地域の経済動向調査に関すること 〇 〇 〇 〇 〇

需要動向調査に関すること 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ●

経営状況の分析に関すること 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

事業計画策定支援に関すること 〇 〇 〇 〇 ●

事業計画策定後の実施支援に関す
ること

〇 〇 〇 〇 〇

新たな需要の開拓に寄与する事業に
関すること

〇 〇 〇 〇 〇 〇

事業の評価及び見直しをするための
仕組みに関すること

〇 〇 〇

経営指導員等の資質向上等に関す
ること

〇 〇 〇 〇

他の支援機関との連携を通じた支援
ノウハウ等の情報交換に関すること

〇 〇 ● 〇

地域経済の活性化に資する取組に
関すること

〇 ● 〇

考察に際して参考とした分析結果

〇＝記載の多い項目の参考 ●＝記載の少ない項目の参考
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【考察】コーディンググループのクロス集計（都道府県）

管轄経済産業局別の分析に加え、都道府県による違いについて分析を行った。

分析に際しては、都道府県ごとに、コーディングにて設定した32種類の分類項目に該当するワードが、分析対象
の全10項目において、どの程度記載されていたかの割合を確認し、その一例を抜粋して記載している。

例１：地域の経済動向調査に関することの項目より、「金融」に関する記載が鳥取県、富山県に多く記載され
ている傾向が見てとれた。

例２：事業計画策定支援に関することの項目より、「事業承継」に関する記載が北海道に多く記載されている
傾向が見てとれた。

例３：他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関することの項目より、「伴走支援」に関す
る記載が、群馬県、鳥取県、多く記載されている傾向が見てとれた。

例４：地域経済の活性化に関する取組に関することの項目より、「広域」に関する記載が鳥取県に多く記載さ
れている傾向が見てとれた。

次頁より、結果を記載する。
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【考察】コーディンググループのクロス集計（都道府県）

１－金融：鳥取、富山が高い傾向

４－事業承継：北海道が高い傾向
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【考察】コーディンググループのクロス集計（都道府県）

９―伴走支援：鳥取、群馬が高い

１０―広域：鳥取が高い
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※報告書作成に際しては、対象の団体数を、単独～3団体までとした。

【考察】コーディンググループのクロス集計（申請団体数）

申請形式 01北海道 02東北 03関東 04中部 05近畿 06中国 07四国 08九州 09沖縄 総計

単独 120 141 365 161 103 110 76 226 28 1330

2団体 3 4 1 1 1 10

3団体 7 3 4 2 16

4団体 3 3 3 9

5団体 3 2 1 1 7

6団体 1 1 1 3

7団体 1 1

8団体 1 1

12団体 1 1

総計 120 160 378 162 113 111 76 230 28 1378

エリア別、申請形式集計

北海道、四国、沖縄では、共同申請はされていなかった。
共同申請は、3団体がもっとも多く、次いで2団体となっている。
最も多くの団体数は12団体であった。

多くの項目において、2団体での共同申請が、記載が多い傾向であった。
複数団体で取り組むことで、幅広い視点での計画策定につながっていると思われる。
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【考察】コーディンググループのクロス集計（認定年度）

⚫ 年々、該当ワードの出現が少なくなる傾向にある。申請書の文字数が少ないことにより、該当ワードが出現し
ない計画が増えた傾向も考えられ、認定年度別の計画の文字数を計算したところ、年々、文字数が減少し
ていることが分かった。（次頁参照）

⚫ その中において、全体として、該当ワードは減少傾向にあるが、伴走支援の記載が増加傾向にある。

⚫ また、「経営指導員等の資質向上等に関すること」においては、令和3年度を基準とした際に、多くの項目で
記載割合が増加している。

⚫ 「需要動向調査に関すること」では、知的財産に関する記載が増加している。

⚫ 「新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること」では、伴走支援、資質向上、セミナー・研修の記載が増
加している。
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◆計画の文章量が、年々、減少傾向にある
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分析対象項目と文字数

令和３年３月 令和４年３月 令和５年３月 令和６年３月

※令和3年4月認定は1件のみのため表示から削除

【考察】コーディンググループの記載文字数（認定年度）
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法定経営指導員数 団体数

1人 1103団体

2人 184団体

3人 47団体

4人 17団体

5人 16団体

6人 4団体

7人 2団体

8人 2団体

11人 1団体

12人 1団体

13人 1団体

総計 1378団体

【考察】コーディンググループのクロス集計（法定経営指導員数）
※報告書作成に際しては、5人以下を対象とした

法定経営指導員数が増えるにつれ、各項目の記載割合が高くなる傾向が見て取れた。
また、「地域の経済動向調査」「経営状況の分析に関すること」「地域経済の活性化に資する取組に関
すること」などでは、法定経営指導員数が多くなるほど、記載割合が多くなる傾向が見て取れた。
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地域の商工業者数が多いほど、売上・利益や創業、補助金等の記載割合が多くなる傾向がある。
逆に、課題や、調査、広域、地域、地域資源などは、地域の商工業者数が少ない多いほど記載割合が多くなる傾向がある。

商工業者数が多いと、新たな取組への意識が生まれる傾向があり、少ないと、地域資源を活かした事業への取組に意識が生ま
れる傾向があるというような、地域の事業者における、地域の事業者数の規模が影響している可能性が見て取れる。

「他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること」「地域経済の活性化に資する取組に関すること」にお
いて、地域の商工事業者数が増えるほど記載割合が高まる傾向が見て取れた。

また、セミナー・研修の記載においては、多くの項目において、商工業者数が少ない方が記載が少なくなっていることから、集客の
課題から、セミナー開催の計画が少なくなっていることが考えられる。

この様な視点から、地域の規模が大きいことが、地域資源を活用した取組や、事業者の新たな取組意欲につながっている可能性
が考えられる。また、事業者のニーズに対応するため、セミナー開催にも力を入れているのではないか。

【考察】コーディンググループのクロス集計（商工業者数カテゴリー）

カテゴリー 商工業者合計 団体数

S 10001～ 77

A 2001～10000 423

B 1001～2000 462

C 501～1000 381

D 251～500 432

E 0～250 383

商工業者数の方による計画内容の違いを把握するため、商工団体を、商工事業者数で、以下のランク分けを行った。

カテゴリー 団体数

S 33団体

A 271団体

B 337団体

C 277団体

D 255団体

E 205団体

合計 1378団体

<全商工団体数内訳> <今回の分析商工団体数内訳>
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知的財産に関する記載について

コード名 頻度 パーセント コード名 頻度 パーセント コード名 頻度 パーセント
*知的財産 1 0.1% *知的財産 4 0.3% *知的財産 339 24.6%

3.地域の経済動向調査 4.需要動向調査 5.経営状況の分析

コード名 頻度 パーセント コード名 頻度 パーセント コード名 頻度 パーセント
*知的財産 22 1.6% *知的財産 7 0.5% *知的財産 12 0.9%

6.事業計画策定支援 7.事業計画策定後の実施支援 8.新たな需要の開拓

コード名 頻度 パーセント コード名 頻度 パーセント コード名 頻度 パーセント
*知的財産 2 0.2% *知的財産 7 0.5% *知的財産 15 1.1%

9.事業の評価及び見直し 10.経営指導員等の資質向上 11.他の支援機関との連携

コード名 頻度 パーセント
*知的財産 14 1.0%

12.地域経済の活性化

知的財産に関する記載の傾向についてい分析を行った結果、以下の傾向が見て取れた。
知的財産に関する記載として、経営状況の分析の項目で、２４．６%の計画に記載が見られた。

計画記載例
⚫ 内部環境（商品、製品、サービス、仕入先、取引先、技術ノウハウ等の知的財産、デジタル化・IT活用の状況等）・外
部環境（商圏内の人口、人流、競合、業界動向等）分析手法ローカルベンチマークを活用し、経営指導員等が必要に
応じて専門家と連携して分析を行う。

⚫ 組織部環境・技術、ノウハウ等の知的財産・デジタル化、ＩＴ活用の状況・事業計画の策定・運用状況外部環境・商圏
内の人口、人流・競合・業界動向【分析手法】経済産業省の「ローカルベンチマーク」を活用し、経営指導員等が分析を行
います。

⚫ 経営課題として知的財産や企業・事業の譲渡など専門的高度な経営課題を抱える小規模事業者【手法】ミラサポ、よろず
支援拠点、北海道、北海道商工会連合会など各種支援機関の専門家派遣制度を活用し高度な経営分析支援を行い
ます。

＜各項目における知的財産に関するワードの出現数＞※知的財産グループとしたワードは次ページに記載
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知的財産に関する記載について

項目名 対象とした知財関係ワード

3.地域域の経済動向調査 知的資産

4.需要動向調査 地域団体商標 | ・特許技術 | 商標申請推進委員会 | 商標登録 | 地域商標制度 | 特許等取
得事業者・他

5.経営状況の分析 知的財産 | 知的財産・デジタル化 | 知的財産・商圏内 | 知的財産・ | 知的資産 | 知的財産
権 | 特許・知的財産 | 知財 | チェック項目：特許権 | 活用・特許等 | 商標権 | 情報・クレーム
情報・特許出願情報・情報システム | 知財財産

6.事業計画策定支援 知的資産 | 知的財産権 | 知的財産 | 周知年１回弁理士特許・実用新案・意匠権・商標権・
著作権

7.事業計画策定後 知的財産 | 知財 | 知的財産権 | 知財活用等 | 知財戦略相談 | 発明・特許

8.新たな需要の開拓 知的財産 | 商標登録 | 地域団体商標 | 知的資産 | 商標特許 | 知財リスク | 知財総合支援
窓口 | 知的財産商品 | 知的資産セミナー・プレゼンテーション能力向上セミナー | 知的資産セミ
ナー参加 | 知的資産セミナー自社 | 特許・商標

9.事業の評価及び見直し 知的財産権

10.経営指導員等の資質 知財 | 知的資産 | 知的財産 | 知財戦略 | 知的財産活用

11.他の支援機関との連携 知的財産 | 知財総合支援窓口 | 知財 | 知的財産権 | 知財総合支援窓口事務局 | 商標登
録・特許取得 | 知財管理等 | 知財系

12.地域経済の活性化 地域団体商標 | 商標登録 | 地域団体商標取得 | 特許技術 | 商標登録取得 | 商標・特許 | 
商標権取得済み | 商標使用申請 | 商標取得 | 商標申請推進委員会開催 | 商標登録取得
済 | 知的財産
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組合・商店街支援に関する記載について

組合・商店街支援に関する記載の傾向について、以下のグループを作成し分析を行った。

*組合
組合

*商店街
商店街

*組合支援1(支援)
seq(組合-支援)

*組合支援2(強化)
seq(組合-強化)

*組合支援3(向上)
seq(組合-向上)

*組合支援4(賑わい)
seq(組合-賑わい)

*組合支援5(振興)
seq(組合-振興)

*商店街支援1(支援)
seq(商店街-支援)

*商店街支援2(強化)
seq(商店街-強化)

*商店街支援3(向上)
seq(商店街-向上)

*商店街支援4(賑わい)
seq(商店街-賑わい)

*商店街支援5(振興)
seq(商店街-振興)

<組合・商店街の記載の有無> <組合支援に関連する記載の有無> <商店街支援に関連する記載の有無>

【補足】
Seq(A-B)：
Aというワードの後にBというワードが
出現した際にカウントするルール

地域経済の活性化に資する取組に関する事においては、組合支援や商店街支援に関すると思われる記載がわずかに見られたが、
それ以外の項目では記載はほとんど見られなかった。
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組合・商店街支援に関する記載について

コード名 頻度

*組合 25

*商店街 54

*組合支援1(支援) 0

*組合支援2(強化) 0

*組合支援3(向上) 0

*組合支援4(賑わい) 0

*組合支援5(振興) 1

*商店街支援1(支援) 0

*商店街支援2(強化) 0

*商店街支援3(向上) 0

*商店街支援4(賑わい) 0

*商店街支援5(振興) 4

＃コード無し 1306

（文書数） 1378

コード名 頻度

*組合 25

*商店街 56

*組合支援1(支援) 1

*組合支援2(強化) 0

*組合支援3(向上) 0

*組合支援4(賑わい) 0

*組合支援5(振興) 1

*商店街支援1(支援) 3

*商店街支援2(強化) 0

*商店街支援3(向上) 0

*商店街支援4(賑わい) 2

*商店街支援5(振興) 2

＃コード無し 1300

（文書数） 1378

需要動向調査に関する事地域の経済動向調査に
関すること

コード名 頻度

*組合 3

*商店街 0

*組合支援1(支援) 0

*組合支援2(強化) 0

*組合支援3(向上) 0

*組合支援4(賑わい) 0

*組合支援5(振興) 0

*商店街支援1(支援) 0

*商店街支援2(強化) 0

*商店街支援3(向上) 0

*商店街支援4(賑わい) 0

*商店街支援5(振興) 0

＃コード無し 1375

（文書数） 1378

経営状況の分析に関
すること

コード名 頻度

*組合 2

*商店街 24

*組合支援1(支援) 0

*組合支援2(強化) 0

*組合支援3(向上) 0

*組合支援4(賑わい) 0

*組合支援5(振興) 0

*商店街支援1(支援) 0

*商店街支援2(強化) 0

*商店街支援3(向上) 0

*商店街支援4(賑わい) 1

*商店街支援5(振興) 0

＃コード無し 1353

（文書数） 1378

事業計画策定支援に
関する事

コード名 頻度

*組合 2

*商店街 0

*組合支援1(支援) 1

*組合支援2(強化) 0

*組合支援3(向上) 0

*組合支援4(賑わい) 0

*組合支援5(振興) 0

*商店街支援1(支援) 0

*商店街支援2(強化) 0

*商店街支援3(向上) 0

*商店街支援4(賑わい) 0

*商店街支援5(振興) 0

＃コード無し 1376

（文書数） 1378

事業計画策定後の実施支援
に関する事

コード名 頻度

*組合 32

*商店街 67

*組合支援1(支援) 0

*組合支援2(強化) 1

*組合支援3(向上) 0

*組合支援4(賑わい) 0

*組合支援5(振興) 0

*商店街支援1(支援) 4

*商店街支援2(強化) 1

*商店街支援3(向上) 1

*商店街支援4(賑わい) 3

*商店街支援5(振興) 1

＃コード無し 1285

（文書数） 1378

新たな需要の開拓に寄与
する取組に関する事

コ ド名 頻度

*組合 14

*商店街 0

*組合支援1(支援) 0

*組合支援2(強化) 0

*組合支援3(向上) 0

*組合支援4(賑わい) 0

*組合支援5(振興) 0

*商店街支援1(支援) 0

*商店街支援2(強化) 0

*商店街支援3(向上) 0

*商店街支援4(賑わい) 0

*商店街支援5(振興) 0

＃コード無し 1364

（文書数） 1378

コード名 頻度

*組合 10

*商店街 0

*組合支援1(支援) 0

*組合支援2(強化) 0

*組合支援3(向上) 0

*組合支援4(賑わい) 0

*組合支援5(振興) 0

*商店街支援1(支援) 0

*商店街支援2(強化) 0

*商店街支援3(向上) 0

*商店街支援4(賑わい) 0

*商店街支援5(振興) 0

＃コード無し 1368

（文書数） 1378

経営指導員の資質向上
等に関する事

事業の評価及び見直しを
するための仕組みに関する
事 コード名 頻度

*組合 34

*商店街 0

*組合支援1(支援) 0

*組合支援2(強化) 0

*組合支援3(向上) 0

*組合支援4(賑わい) 0

*組合支援5(振興) 1

*商店街支援1(支援) 0

*商店街支援2(強化) 0

*商店街支援3(向上) 0

*商店街支援4(賑わい) 0

*商店街支援5(振興) 0

＃コード無し 1344

（文書数） 1378

他の支援機関との連携を通じた支援
ノウハウ等の情報交換に関すること

コード名 頻度

*組合 166

*商店街 190

*組合支援1(支援) 2

*組合支援2(強化) 2

*組合支援3(向上) 0

*組合支援4(賑わい) 2

*組合支援5(振興) 15

*商店街支援1(支援) 13

*商店街支援2(強化) 3

*商店街支援3(向上) 5

*商店街支援4(賑わい) 10

*商店街支援5(振興) 22

＃コード無し 1106

（文書数） 1378

地域経済の活性化に資
する取組に関する事
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【考察】コーディンググループのクロス集計より

ワードの出現や、カテゴライズしたワードの集計及びクロス集計を行い、計画における「希有な記載であり優良事例」
の発見に繋げる分析を試みたが、いずれも有効な分析結果を得るには至らなかった。

理由として、経営発達支援計画が、ガイドラインに則した記載となることが多く、また、認定を取得することに重きを
置いていると思われるため、独自性が出しずらくなっているためではないかと考えられる。

この件に関しては、年々計画に記載されている文字数が減少していることからも、必要最小限の記載となったので
はないかと思われる。

良い計画とは何かという観点の１つとして、「計画の中身」ではなく、「計画の実行」の視点で見ていくことが求められ
るのではないか。

そのためには、作成した計画が実行されているかについてのチェック機能を充実させる必要があると思われる。

以上の結果を踏まえ、今回の分析の視点として、国が想定している事業者支援の指針である「小規模企業振興
基本計画（第Ⅲ期）事務局案」との関連性をもとに「国が求めている計画」イコール「良い計画」と想定して分析
を実施する。

次頁以降、当該計画を用いた分析を行った結果を記載する。
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3-2.小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）事務局案との関連性

事務局案との関連性 仮説、検証方法
分析詳細
概要 との関連性
事務局案/概要との関連性
本分析の結論
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小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）事務局案 との関連性
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＜仮説＞

「小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）事務局案」の位置づけとして、今後の、小規模事業者の振
興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るために必要な取組、支援策についての計画となって
いる。
そのため、本計画に記載されている内容に対応していくことが、地域の中小企業の支援策として必要で
あり、有効な支援策であると想定した。

＜検証方法＞

本計画をテキストマイニングにより、単語に分解し、主要な単語が各計画にどの程度記載されていたかを
確認し、上位と下位の計画を各10計画読み込み、傾向を整理した。

データ抽出に用いたワードは次ページに記載（詳細は別添参照）

小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）事務局案 との関連性
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抽出語

中小企業・小規模事業者人材活用ガイドライン

中小企業・小規模事業者政策基本問題小委員会

中心市街地活性化協議会支援センター

プロフェッショナル人材戦略拠点等

独立行政法人中小企業基盤整備機構

都道府県等中小企業支援センター

プロフェッショナル人材戦略拠点

事業承継・引継ぎ支援センター

認定事業継続力強化支援計画

中小企業ビジネス支援サイト

独立行政法人工業所有権情報

株式会社日本政策金融公庫

知財経営支援ネットワーク

新型コロナウイルス感染症

サイバーセキュリティ対策

下請代金支払遅延等防止法

原材料・エネルギーコスト

事業継続力強化支援計画

ヒト・モノ・カネ・情報

事業継続力強化計画制度

中小企業・小規模事業者

経営者保証ガイドライン

小規模企業振興基本計画

中心市街地活性化協議会

中小企業基盤整備機構

認定経営発達支援計画

ローカル・ゼブラ企業

中小企業活性化協議会

商店街振興組合連合会

小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）事務局案 との関連性

小規模事業者支援体制

中小企業等経営強化法

カーボンニュートラル

サプライチェーン全体

テストマーケティング

価格転嫁サポート窓口

商店街活性化事業計画

小規模企業振興基本法

地域課題解決事業推進

都道府県商工会連合会

小規模事業者支援法

事業継続力強化計画

小規模企業共済制度

中小企業政策審議会

中小企業団体中央会

販路開拓イベント等

サポート支援ツール

ネットワーク構築等

バックオフィス業務

フォローアップ調査

支援等小規模事業者

自然的経済的社会的

上記人材マッチング

創業支援等事業計画

中小・小規模事業者

特定創業支援等事業

経営発達支援計画

経営改善普及事業

小規模事業者同士

インバウンド需要

社会的インパクト

小規模事業者支援

小規模事業者自ら

全国商工会連合会

被災小規模事業者

アドバイザー派遣

インパクト投融資

マイナス金利政策

意見提出プロセス

価格交渉促進月間

協議会設立・運営

経営・金融相談等

原油・原材料価格

後継者人材バンク

再チャレンジ支援

産業競争力強化法

小規模事業者以外

小売業等地域生活

大規模災害発生時

知財総合支援窓口

地域コミュニティ

中小企業支援団体

中小企業組合制度

デジタルツール

マーケティング

マッチング支援

工業所有権情報

日本商工会議所

インターネット

ブランディング

中小企業大学校

J-Net21

まちづくり会社

インボイス制度

ウェブメディア

ウクライナ情勢

ダイバーシティ

ビジネスモデル

フォローアップ

リモートワーク

基準財政需要額

個別支援チーム

高付加価値事業

災害対策基本法

専門家派遣事業

地方交付税措置

特定受託事業者

小規模事業者

地方公共団体

施設整備費等

サイバー攻撃

セミナー開催

支援ノウハウ

持ち株会社化

社会課題解決

地域ブランド

エコシステム

ガイドライン

コミュニティ

デザイン改良

マスメディア

リソース不足

経営革新計画

経済産業大臣

再チャレンジ

事業環境変化

自ら経営計画

人手不足対応

地域課題解決

地域団体商標

販路開拓支援

その他関係者

インバウンド

コスト上昇分

サービス業者

スキル・知識

リーフレット

ロールモデル

過去最高水準

海外販路開拓

基盤サービス

経営そのもの

経営計画策定

経営支援機関

経済ステージ

合同セミナー

災害関連法令

財源ごと移譲

事業承継計画

事業承継診断

分析対象ワード※文字数の多い順より一部抜粋
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NO 団体名 該当数

111埼玉県_川口商工会議所 281

240福岡県_福岡商工会議所 270

340福岡県_久留米南部商工会 267

405秋田県_かづの商工会 259

544大分県_津久見商工会議所 259

633岡山県_玉野商工会議所 257

711埼玉県_川越商工会議所 251

806山形県_鶴岡商工会議所 250

910群馬県_前橋商工会議所 249

1019山梨県_南アルプス市商工会 248

1145宮崎県_宮崎商工会議所 248

1206山形県_川西町商工会 247

1323愛知県_小牧商工会議所 246

1401北海道_美深町商工会 243

1512千葉県_市原商工会議所 243

1621岐阜県_岐南町商工会 243

1725滋賀県_近江八幡商工会議所 243

1801北海道_小平町商工会 242

1911埼玉県_さいたま商工会議所 242

2015新潟県_豊栄商工会 242

2124三重県_亀山商工会議所 239

2201北海道_清水町商工会 238

2317石川県_小松商工会議所 238

2432島根県_大田商工会議所 238

2503岩手県_久慈商工会議所 237

2640福岡県_飯塚市商工会 237

2715新潟県_板倉商工会 236

2816富山県_高岡市商工会 236

2942長崎県_平戸商工会議所 235

3012千葉県_銚子商工会議所 234

3120長野県_喬木村商工会 234

3243熊本県_天草市商工会 234

3301北海道_釧路商工会議所 232

3445宮崎県_小林商工会議所 232

3501北海道_乙部町商工会 231

3622静岡県_沼津商工会議所 231

3704宮城県_女川町商工会 230

3815新潟県_出雲崎町商工会 229

3923愛知県_祖父江町商工会 229

4035山口県_山陽商工会議所 229

4136徳島県_阿南商工会議所 228

4201北海道_山部商工会 227

4311埼玉県_鳩ヶ谷商工会 227

4423愛知県_名古屋商工会議所 227

4514神奈川県_寒川町商工会 226

4626京都府_京田辺市商工会 226

4701北海道_鷹栖町商工会 225

4808茨城県_阿見町商工会 225

4940福岡県_うきは市商工会 225

5012千葉県_富里市商工会 223

5103岩手県_遠野商工会 222

5204宮城県_遠田商工会 222

5314神奈川県_平塚商工会議所 222

5421岐阜県_大垣商工会議所 222

5525滋賀県_大津商工会議所 222

5626京都府_木津川市商工会 222

5734広島県_尾道商工会議所 222

5801北海道_別海町商工会 221

5901北海道_旭川商工会議所 221

6032島根県_安来商工会議所 221

6140福岡県_粕屋町商工会 221

6201北海道_木古内商工会 220

6301北海道_愛別商工会 220

6420長野県_木曽町商工会 220

6523愛知県_半田商工会議所 220

6634広島県_熊野町商工会 220

6714神奈川県_大磯町商工会 219

68
14神奈川県_小田原箱根商工会議
所

219

6921岐阜県_岐阜商工会議所 219

7024三重県_伊勢商工会議所 219

7128兵庫県_小野商工会議所 219

7235山口県_周防大島町商工会 219

7311埼玉県_草加商工会議所 218

7422静岡県_磐田商工会議所 218

7533岡山県_みまさか商工会 218

7621岐阜県_美濃商工会議所 217

7735山口県_小野田商工会議所 217

7801北海道_興部町商工会 216

7910群馬県_富岡市妙義商工会 216

8023愛知県_飛島村商工会 216

8124三重県_度会町商工会 216

8235山口県_宇部商工会議所 216

8301北海道_天塩商工会 215

8401北海道_阿寒町商工会 215

8501北海道_羅臼町商工会 215

8609栃木県_宇都宮商工会議所 215

8734広島県_広島東商工会 215

8840福岡県_田主丸町商工会 215

8945宮崎県_都城商工会議所 215

9001北海道_様似町商工会 214

該当件数順（上位）

◆ランキング表
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127412千葉県_白子町商工会 113

127518福井県_坂井市商工会 113

127607福島県_浪江町商工会 112

127721岐阜県_大野町商工会 112

127838愛媛県_中島商工会 112

127939高知県_本山町商工会 112

128040福岡県_大任町商工会 112

128102青森県_風間浦村商工会 111

128223愛知県_小坂井商工会 111

128335山口県_下松商工会議所 111

128423愛知県_音羽商工会 110

128539高知県_土佐地区商工会 110

128645宮崎県_日之影町商工会 109

128712千葉県_芝山町商工会 108

128840福岡県_添田町商工会 108

128944大分県_由布市商工会 108

129039高知県_須崎商工会議所 107

129144大分県_臼杵商工会議所 107

129218福井県_永平寺町商工会 106

129312千葉県_神崎町商工会 105

129417石川県_能登鹿北商工会 105

129517石川県_能美市商工会 103

129612千葉県_一宮町商工会 102

129745宮崎県_五ヶ瀬町商工会 102

129847沖縄県_座間味村商工会 101

129901北海道_赤井川村商工会 100

130012千葉県_成田市東商工会 100

130127大阪府_東大阪商工会議所 100

130245宮崎県_佐土原町商工会 100

130346鹿児島県_錦江町商工会 100

124445宮崎県_新富町商工会 121

124506山形県_飯豊町商工会 120

124606山形県_遊佐町商工会 120

124724三重県_名張商工会議所 120

124841佐賀県_吉野ヶ里町商工会 120

124942長崎県_西海市商工会 120

125043熊本県_熊本市植木町商工会 120

125144大分県_国東市商工会 120

125212千葉県_栄町商工会 119

125335山口県_萩・阿西商工会 119

125439高知県_南国市商工会 119

125541佐賀県_佐賀市南商工会 119

125643熊本県_南関町商工会 119

125736徳島県_上板町商工会 118

125802青森県_平内町商工会 117

125912千葉県_長生村商工会 117

126032島根県_隠岐國商工会 117

126142長崎県_平戸市商工会 117

126201北海道_仁木町商工会 116

126317石川県_野々市市商工会 116

126441佐賀県_武雄商工会議所 116

126547沖縄県_中城村商工会 116

126608茨城県_守谷市商工会 115

126711埼玉県_ときがわ町商工会 115

126812千葉県_東庄町商工会 115

126941佐賀県_唐津上場商工会 115

127012千葉県_横芝光町商工会 114

127124三重県_津市商工会 114

127234広島県_五日市商工会 114

127345宮崎県_田野町商工会 114

121417石川県_白山商工会 126

121520長野県_小谷村商工会 126

121640福岡県_鞍手町商工会 126

121742長崎県_新上五島町商工会 126

121802青森県_大間町商工会 125

121906山形県_酒田ふれあい商工会 125

122043熊本県_多良木町商工会 125

122112千葉県_四街道市商工会 124

122239高知県_芸西商工会 124

122341佐賀県_太良町商工会 124

122442長崎県_東彼商工会 124

122545宮崎県_綾町商工会 124

122601北海道_鹿部商工会 123

122705秋田県_東成瀬村商工会 123

122821岐阜県_瑞穂市商工会 123

122945宮崎県_高城町商工会 123

123047沖縄県_金武町商工会 123

123147沖縄県_伊平屋村商工会 123

123207福島県_小高商工会 122

123336徳島県_板野町商工会 122

123440福岡県_小竹町商工会 122

123543熊本県_熊本市飽田商工会 122

123643熊本県_玉東町商工会 122

123747沖縄県_沖縄商工会議所 122

123804宮城県_石巻商工会議所 121

123912千葉県_長南町商工会 121

124023愛知県_大口町商工会 121

124128兵庫県_上郡町商工会 121

124236徳島県_三好市商工会 121

124344大分県_杵築市商工会 121

※該当数の少ない計画
においては、分析対象と
なる計画の一部が画像
で記載されており、テキス
トデータとして認識されな
いものも含む。
そのため、100件未満は
除外。

該当件数順（下位）
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上位10計画（10位が同率のため、11計画）

NO 団体名 該当数

111埼玉県_川口商工会議所 281

240福岡県_福岡商工会議所 270

340福岡県_久留米南部商工会 267

405秋田県_かづの商工会 259

544大分県_津久見商工会議所 259

633岡山県_玉野商工会議所 257

711埼玉県_川越商工会議所 251

806山形県_鶴岡商工会議所 250

910群馬県_前橋商工会議所 249

1019山梨県_南アルプス市商工会 248

1145宮崎県_宮崎商工会議所 248

129312千葉県_神崎町商工会 105

129417石川県_能登鹿北商工会 105

129517石川県_能美市商工会 103

129612千葉県_一宮町商工会 102

129745宮崎県_五ヶ瀬町商工会 102

129847沖縄県_座間味村商工会 101

129901北海道_赤井川村商工会 100

130012千葉県_成田市東商工会 100

130127大阪府_東大阪商工会議所 100

130245宮崎県_佐土原町商工会 100

130346鹿児島県_錦江町商工会 100

下位10計画（10位が同率のため、11計画）
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「小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）事務局案の概要」との関連性

【考え方】

小規模企業振興基本計画は、「小規模企業をめぐる情勢の変化を勘案し、及び小規模企業の振興に関する施策の効果に関
する評価を踏まえ、おおむね５年ごとに基本計画を変更する」と規定されており、基本計画の変更について、令和６年７月１９
日に経済産業大臣より中小企業政策審議会に諮問がなされ、実質的な議論を「中小企業・小規模事業者政策基本問題小
委員会（植田浩史委員長）」で実施してきたものである。

従って、当然、現在の小規模事業者の状況、その支援を行っている支援機関の現状をふまえた上で議論がなされ、計画されるも
のと理解している。

よって、「小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）事務局案の概要」に記載された事業所支援に関する文章中（目標１，目標
２，目標３）に表出するキーワードを抽出し、過去認定を受けた「経営発達支援計画」の記載事項のキーワードマッチングを実
施することにより何等かの傾向が検出できると想定した。

【仮説】

実行前の仮説として、「キーワードにマッチングが多い支援計画は、当該団体が当該団体の現状の問題を把握し、当該団体がとり
組むべき課題を定義し、課題解決案を議論した結果が盛り込まれている可能性が高い」とした。
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「小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）事務局案の概要」から抽出したキーワード （マッチングは、経営発達支援計画とマチング結果）

抽出キーワード マッチング 抽出キーワード マッチング 抽出キーワード マッチング 抽出キーワード マッチング

自立性 × 稼ぐ力 〇 人間力 × 事業継続力 〇

自⼰変革 〇 若手経営者 〇 都市部 〇 支援体制 〇

連携促進 〇 若い世代 〇 データ活用 〇 支援機関 〇

連携 〇 ローカルイノベーター × 地域の経済 〇 様々なニーズ 〇

販路拡大 〇 リスク管理 〇 地域住民 〇 サイバー攻撃 〇

伴走支援 〇 リーダーシップ 〇 地域社会 〇 災害発生後 〇

特許 〇 譲り受ける × 地域産品 〇 災害等 〇

地域一体 〇 やる気 〇 地域経済の活性化 〇 災害時 〇

地域全体 〇 問題意識 〇 第二創業 〇 コミュニティ維持 〇

知的財産 〇 目の前 〇 創業期 〇 高齢 〇

潜在的 〇 魅力 〇 成長発展 〇 効率化 〇

成長力 〇 マッチング支援 〇 衰退 〇 好循環 〇

成長志向 〇 ブランド構成 〇 新陳代謝 〇 業務効率化 〇

主体性 〇 ビジョン 〇 親族内 〇 気づき 〇

今後の課題 〇 バックオフィス 〇 人材の確保 〇 起業 〇

現状把握 〇 働き方改革 〇 人材定着 〇 観光客 〇

経営方針 〇 働きかけ 〇 人口流出 〇 活力向上 〇

経営力向上 〇 廃業 〇 省力化 〇 各機関 〇

経営計画 〇 ノウハウ 〇 情報提供 〇 オープンイノベーション 〇

経営リテラシー 〇 農商工 〇 社会課題 〇 円滑な推進 〇

競争力 〇 人間力 × 持続的発展 〇 植え付ける 〇

基礎力 〇 都市部 〇 自然災害 〇 インセンティブ 〇

外需獲得 × データ活用 〇 事業や雇用 〇 M&A 〇

会計知識 〇 ノウハウ 〇 事業廃業 〇 BCP 〇

会計 〇 農商工 〇 事業承継税制 〇
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テキスト化できた「経営発達支援計画」とキーワードがマッチングした件数順位

順位 キーワード 件数 順位 キーワード 件数 順位 キーワード 件数

1 地域の経済 1331 31 地域全体 157 61 地域社会 20

2 連携 1305 32 都市部 147 62 バックオフィス 19

3 ノウハウ 1294 33 働きかけ 141 63 災害等 19

4 販路拡大 1065 34 地域産品 136 64 事業承継税制 17

5 情報提供 1024 35 農商工 127 65 人材の確保 17

6 支援機関 971 36 稼ぐ力 126 66 省力化 15

7 経営計画 954 37 事業継続力 106 67 人口流出 14

8 効率化 822 38 成長発展 106 68 災害時 14

9 会計 790 39 今後の課題 102 69 連携促進 13

10 伴走支援 790 40 データ活用 102 70 リーダーシップ 13

11 高齢 713 41 M&A 94 71 インセンティブ 13

12 競争力 712 42 やる気 93 72 社会課題 11

13 業務効率化 698 43 BCP 83 73 成長志向 10

14 持続的発展 672 44 マッチング支援 80 74 活力向上 10

15 魅力 658 45 衰退 75 75 リスク管理 9

16 地域経済の活性化 649 46 親族内 73 76 オープンイノベーション 5

17 観光客 557 47 自⼰変革 71 77 様々なニーズ 5

18 支援体制 552 48 若手経営者 62 78 植え付ける 5

19 気づき 405 49 自然災害 58 79 会計知識 2

20 経営力向上 365 50 働き方改革 44 80 基礎力 2

21 知的財産 336 51 問題意識 34 81 成長力 2

22 潜在的 324 52 創業期 32 82 事業廃業 2

23 ビジョン 310 53 好循環 32 83 人材定着 2

24 現状把握 246 54 円滑な推進 29 84 サイバー攻撃 2

25 起業 243 55 特許 27 85 コミュニティ維持 2

26 廃業 225 56 新陳代謝 27 86 経営リテラシー 1

27 経営方針 204 57 若い世代 27 87 ブランド構成 1

28 地域住民 186 58 主体性 26 88 事業や雇用 1

29 第二創業 182 59 地域一体 22 89 災害発生後 1

30 各機関 172 60 目の前 22

「小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）事務局案の概要」 との関連性
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「小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）事務局案の概要」 との関連性

経営発達支援計画（テキスト化できた計画のみ対象）とのキーワードマッチング結果

マッチング数が多い計画

経産局 都道府県 商工団体名 認定年度 商工業者数 PDF_No. マッチング数

北海道 01北海道 小平町商工会 令和６年３月 144 01-080.PDF 33

九州 43熊本県 天草市商工会 令和５年３月 1070 43-10.PDF 31

関東 11埼玉県 川口商工会議所 令和５年３月 17485 11-56.PDF 30

中部 24三重県 亀山商工会議所 令和３年３月 1650 24-31.PDF 30

九州 45宮崎県 宮崎商工会議所 令和５年３月 15732 45-41.PDF 29

北海道 01北海道 初山別村商工会 令和５年３月 61 01-083.PDF 28

関東 15新潟県 豊栄商工会 令和５年３月 1391 15-013.PDF 28

マッチング数が少ない計画

経産局 都道府県 商工団体名 認定年度 商工業者数 PDF_No. マッチング数

近畿 28兵庫県 芦屋市商工会 令和３年３月 2874 28-02.PDF 2

九州46鹿児島県 東串良町商工会 令和３年３月 294 46-22.PDF 5

近畿 28兵庫県 稲美町商工会 令和３年３月 1057 28-18.PDF 5

四国 39高知県 南国市商工会 令和３年３月 1529 39-02.PDF 5

九州46鹿児島県 錦江町商工会 令和４年３月 437 46-23.PDF 6

近畿 27大阪府 東大阪商工会議所 令和５年３月 22089 27-19.PDF 6

四国 39高知県 須崎商工会議所 令和３年３月 1065 39-29.PDF 6

※上記分析は、計画の(デジタルデータ)からテキスト化できた範囲での分析であるため、現実とは多少の乖離が想定される。
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都道府県 順位 キーワード 件数 都道府県 順位 キーワード 件数 都道府県 順位 キーワード 件数 都道府県 順位 キーワード 件数 都道府県 順位 キーワード 件数 都道府県 順位 キーワード 件数

1 ノウハウ 120 1 ノウハウ 48 1 地域の経済 19 1 地域の経済 26 1 連携 13 1 連携 33

2 連携 119 2 連携 47 2 ノウハウ 17 2 連携 25 2 地域の経済 12 2 地域の経済 33

3 地域の経済 117 3 伴走支援 46 3 連携 15 3 ノウハウ 25 3 情報提供 12 3 ノウハウ 30

4 販路拡大 114 4 地域の経済 46 4 観光客 15 4 経営計画 21 4 販路拡大 10 4 販路拡大 28

5 支援機関 113 5 経営計画 46 5 魅力 12 5 支援機関 20 5 効率化 10 5 経営計画 28

1 地域の経済 28 1 地域の経済 48 1 地域の経済 47 1 連携 22 1 連携 21 1 ノウハウ 28

2 ノウハウ 28 2 連携 42 2 ノウハウ 46 2 地域の経済 22 2 地域の経済 21 2 連携 27

3 連携 23 3 ノウハウ 41 3 連携 44 3 情報提供 22 3 ノウハウ 20 3 地域の経済 27

4 情報提供 23 4 販路拡大 37 4 販路拡大 35 4 販路拡大 21 4 販路拡大 19 4 支援機関 25

5 伴走支援 20 5 経営計画 30 5 持続的発展 29 5 経営計画 20 5 情報提供 18 5 地域経済の活性化 22

1 地域の経済 28 1 地域の経済 49 1 地域の経済 42 1 連携 9 1 地域の経済 20

2 連携 27 2 ノウハウ 48 2 連携 41 2 販路拡大 9 2 連携 19

3 情報提供 26 3 連携 47 3 情報提供 41 3 地域の経済 9 3 ノウハウ 19

4 ノウハウ 26 4 情報提供 39 4 支援機関 41 4 経営計画 8 4 販路拡大 15

5 販路拡大 25 5 支援機関 39 5 ノウハウ 41 5 ノウハウ 8 5 情報提供 15

1 連携 30 1 連携 4 1 連携 24 1 連携 14 1 地域の経済 56

2 地域の経済 29 2 地域の経済 4 2 地域の経済 24 2 地域経済の活性化 14 2 ノウハウ 56

3 ノウハウ 27 3 情報提供 4 3 支援機関 24 3 地域の経済 14 3 連携 55

4 販路拡大 26 4 ビジョン 4 4 ノウハウ 24 4 支援機関 14 4 販路拡大 49

5 情報提供 26 5 ノウハウ 4 5 地域経済の活性化 19 5 経営計画 14 5 情報提供 49

1 連携 15 1 連携 24 1 地域の経済 60 1 連携 16 1 連携 23

2 ノウハウ 15 2 地域の経済 24 2 連携 58 2 ノウハウ 16 2 地域の経済 22

3 地域の経済 14 3 ノウハウ 24 3 ノウハウ 56 3 販路拡大 15 3 会計 22

4 販路拡大 11 4 支援機関 21 4 販路拡大 50 4 地域の経済 15 4 ノウハウ 22

5 効率化 11 5 情報提供 19 5 情報提供 49 5 情報提供 14 5 効率化 21

1 連携 28 1 連携 35 1 連携 24 1 地域の経済 15 1 連携 20

2 地域の経済 28 2 ノウハウ 35 2 地域の経済 24 2 連携 14 2 地域の経済 19

3 ノウハウ 28 3 地域の経済 34 3 ノウハウ 24 3 情報提供 14 3 魅力 17

4 販路拡大 25 4 支援機関 33 4 販路拡大 23 4 支援機関 14 4 販路拡大 17

5 情報提供 22 5 経営計画 29 5 情報提供 20 5 経営計画 14 5 ノウハウ 16

1 地域の経済 25 1 連携 10 1 連携 16 1 連携 38 1 連携 36

2 連携 23 2 販路拡大 10 2 地域の経済 16 2 ノウハウ 38 2 地域の経済 36

3 ノウハウ 23 3 地域の経済 10 3 支援機関 16 3 地域の経済 37 3 ノウハウ 36

4 販路拡大 21 4 支援機関 10 4 ノウハウ 16 4 支援機関 34 4 支援機関 34

5 伴走支援 16 5 ノウハウ 10 5 販路拡大 15 5 情報提供 30 5 経営計画 33

1 地域の経済 39 1 地域の経済 23 1 連携 21 1 連携 23 1 地域の経済 25

2 連携 38 2 ノウハウ 23 2 地域の経済 21 2 地域の経済 22 2 連携 23

3 持続的発展 38 3 連携 22 3 ノウハウ 20 3 ノウハウ 22 3 ノウハウ 23

4 ノウハウ 37 4 経営計画 19 4 伴走支援 18 4 販路拡大 20 4 会計 22

5 販路拡大 36 5 販路拡大 16 5 支援機関 18 5 情報提供 19 5 販路拡大 21

1 連携 31 1 連携 11 1 販路拡大 6 1 地域の経済 19 1 地域の経済 34

2 地域の経済 31 2 地域の経済 11 2 地域の経済 6 2 ノウハウ 19 2 連携 32

3 ノウハウ 30 3 支援機関 11 3 持続的発展 6 3 連携 18 3 ノウハウ 32

4 情報提供 28 4 ノウハウ 11 4 経営計画 6 4 販路拡大 18 4 伴走支援 29

5 支援機関 28 5 地域経済の活性化 9 5 ノウハウ 6 5 経営計画 15 5 経営計画 28

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

宮崎県大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

鹿児島県

沖縄県

香川県

愛媛県

高知県

「小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）事務局案の概要」 との関連性
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都道府県 キーワード 件数 キーワード 件数 キーワード 件数 キーワード 件数 キーワード 件数

北海道 ノウハウ 120 連携 119 地域の経済 117 販路拡大 114 支援機関 113

青森県 地域の経済 28 ノウハウ 28 連携 23 情報提供 23 伴走支援 20

岩手県 地域の経済 28 連携 27 情報提供 26 ノウハウ 26 販路拡大 25

宮城県 連携 30 地域の経済 29 ノウハウ 27 販路拡大 26 情報提供 26

秋田県 連携 15 ノウハウ 15 地域の経済 14 販路拡大 11 効率化 11

山形県 連携 28 地域の経済 28 ノウハウ 28 販路拡大 25 情報提供 22

福島県 地域の経済 25 連携 23 ノウハウ 23 販路拡大 21 伴走支援 16

茨城県 地域の経済 39 連携 38 持続的発展 38 ノウハウ 37 販路拡大 36

栃木県 連携 31 地域の経済 31 ノウハウ 30 情報提供 28 支援機関 28

群馬県 ノウハウ 48 連携 47 伴走支援 46 地域の経済 46 経営計画 46

埼玉県 地域の経済 48 連携 42 ノウハウ 41 販路拡大 37 経営計画 30

千葉県 地域の経済 49 ノウハウ 48 連携 47 情報提供 39 支援機関 39

東京都 連携 4 地域の経済 4 情報提供 4 ビジョン 4 ノウハウ 4

神奈川県 連携 24 地域の経済 24 ノウハウ 24 支援機関 21 情報提供 19

新潟県 連携 35 ノウハウ 35 地域の経済 34 支援機関 33 経営計画 29

富山県 連携 10 販路拡大 10 地域の経済 10 支援機関 10 ノウハウ 10

石川県 地域の経済 23 ノウハウ 23 連携 22 経営計画 19 販路拡大 16

福井県 連携 11 地域の経済 11 支援機関 11 ノウハウ 11 地域経済の活性化 9

山梨県 地域の経済 19 ノウハウ 17 連携 15 観光客 15 魅力 12

長野県 地域の経済 47 ノウハウ 46 連携 44 販路拡大 35 持続的発展 29

岐阜県 地域の経済 42 連携 41 情報提供 41 支援機関 41 ノウハウ 41

静岡県 連携 24 地域の経済 24 支援機関 24 ノウハウ 24 地域経済の活性化 19

愛知県 地域の経済 60 連携 58 ノウハウ 56 販路拡大 50 情報提供 49

「小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）事務局案の概要」 との関連性
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三重県 連携 24 地域の経済 24 ノウハウ 24 販路拡大 23 情報提供 20

滋賀県 連携 16 地域の経済 16 支援機関 16 ノウハウ 16 販路拡大 15

京都府 連携 21 地域の経済 21 ノウハウ 20 伴走支援 18 支援機関 18

大阪府 販路拡大 6 地域の経済 6 持続的発展 6 経営計画 6 ノウハウ 6

兵庫県 地域の経済 26 連携 25 ノウハウ 25 経営計画 21 支援機関 20

奈良県 連携 22 地域の経済 22 情報提供 22 販路拡大 21 経営計画 20

和歌山県 連携 9 販路拡大 9 地域の経済 9 経営計画 8 ノウハウ 8

鳥取県 連携 14 地域経済の活性化 14 地域の経済 14 支援機関 14 経営計画 14

島根県 連携 16 ノウハウ 16 販路拡大 15 地域の経済 15 情報提供 14

岡山県 地域の経済 15 連携 14 情報提供 14 支援機関 14 経営計画 14

広島県 連携 38 ノウハウ 38 地域の経済 37 支援機関 34 情報提供 30

山口県 連携 23 地域の経済 22 ノウハウ 22 販路拡大 20 情報提供 19

徳島県 地域の経済 19 ノウハウ 19 連携 18 販路拡大 18 経営計画 15

香川県 連携 13 地域の経済 12 情報提供 12 販路拡大 10 効率化 10

愛媛県 連携 21 地域の経済 21 ノウハウ 20 販路拡大 19 情報提供 18

高知県 地域の経済 20 連携 19 ノウハウ 19 販路拡大 15 情報提供 15

福岡県 地域の経済 56 ノウハウ 56 連携 55 販路拡大 49 情報提供 49

佐賀県 連携 23 地域の経済 22 会計 22 ノウハウ 22 効率化 21

長崎県 連携 20 地域の経済 19 魅力 17 販路拡大 17 ノウハウ 16

熊本県 連携 36 地域の経済 36 ノウハウ 36 支援機関 34 経営計画 33

大分県 地域の経済 25 連携 23 ノウハウ 23 会計 22 販路拡大 21

宮崎県 地域の経済 34 連携 32 ノウハウ 32 伴走支援 29 経営計画 28

鹿児島県 連携 33 地域の経済 33 ノウハウ 30 販路拡大 28 経営計画 28

沖縄県 ノウハウ 28 連携 27 地域の経済 27 支援機関 25 地域経済の活性化 22

「小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）事務局案の概要」 との関連性
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TOP５（上位５までのキーワード数順位） TOP５（上位３までのキーワード数順位）

順位 キーワード 都道府県数 順位 キーワード 都道府県数

1 地域の経済 47 1 連携 46

2 連携 46 2 地域の経済 45

3 ノウハウ 43 3 ノウハウ 31

4 販路拡大 27 4 情報提供 6

5 情報提供 20 5 販路拡大 4

6 支援機関 17 6 支援機関 3

7 経営計画 14 7 持続的発展 2

8 伴走支援 5 8 会計 1

9 地域経済の活性化 4 9 地域経済の活性化 1

10 効率化 3 10 伴走支援 1

11 持続的発展 3 11 魅力 1

12 会計 2

13 魅力 2

14 ビジョン 1

15 観光客 1

「小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）事務局案の概要」 との関連性
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NO 団体名 事務局案該当数概要該当数

111埼玉県_川口商工会議所 281 30

1145宮崎県_宮崎商工会議所 248 29

1801北海道_小平町商工会 242 33

2015新潟県_豊栄商工会 242 28

2124三重県_亀山商工会議所 239 30

3243熊本県_天草市商工会 234 31

16201北海道_初山別村商工会 199 28

概要と事務局案の抽出に用いた方法は異なるが、大きな傾向は同じとなった。

NO 団体名 事務局案該当数 概要該当数

125439高知県_南国市商工会 119 5

129039高知県_須崎商工会議所 107 6

130127大阪府_東大阪商工会議所 100 6

130346鹿児島県_錦江町商工会 100 6

130528兵庫県_芦屋市商工会 99 2

130928兵庫県_稲美町商工会 95 5

131446鹿児島県_東串良町商工会 91 5

上位7計画 下位7計画

「小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）事務局案の概要」 との関連性
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前頁に記載の上位7団体の計画を確認すると、以下のような記載が確認できた

1. 企業の成長タイプや、ライフステージを考えた支援
2. 対話と傾聴を意識している（ 経営力再構築伴走支援モデル）
3. 事業者の育成を意識した計画
4. 前後のフォローを含めた展示会出展支援
5. 外部の活用
6. 具体的な振り返り分析とそれに基づいた支援計画となっている
7.   支援対象の明確化
8.   現状分析を踏まえた課題の設定とそれに対する事業
9. 一連の流れでの支援
10．地域性を意識した記載

次頁より、上記の根拠となる記載例を一部抜粋し記載する。

マッチング率が高い計画の傾向
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亀山商工会議所 (事業計画策定後の実施支援に関すること） 天草市商工会(事業計画策の定支援に関すること)

1.企業の成長タイプや、ライフステージを考えた支援(記載例)
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2.対話と傾聴を意識している_経営力再構築伴走支援モデル(記載例) 

初山別村商工会（事業計画策定支援に関すること）

小平町商工会（事業計画策定支援に関すること）

初山別村商工会（経営指導員等の資質向上等に関すること）

小平町商工会（経営状況の分析に関すること）
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宮崎商工会議所（新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること)

3.事業者の育成を意識した計画(記載例) 

川口商工会議所(事業計画策定支援に関すること)
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4.前後のフォローを含めた展示会出展支援(記載例) 

宮崎商工会議所（新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること) 豊栄商工会（新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること)
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5.外部の活用(記載例) 

宮崎商工会議所（経営指導員等の資質向上等に関すること) 豊栄商工会（事業計画策定支援に関すること)
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川口商工会議所(事業計画策定後の実施支援に関すること)

6.具体的な振り返り分析とそれに基づいた支援計画となっている(記載例) 
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7.支援対象の明確化(記載例) 

川口商工会議所(経営状況の分析に関すること) 天草市商工会(需要動向調査に関すること)
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8.現状分析を踏まえた課題の設定とそれに対する事業(記載例) 

天草市商工会(経営指導員等の資質向上等に関すること)
亀山商工会議所 (経営状況の分析に関すること）



70

9.一連の流れでの支援(記載例) 

亀山商工会議所 (経営状況の分析に関すること）
豊栄商工会(事業計画策定後の実施支援に関する事）

小平町商工会(経営状況の分析に関すること）
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10．地域性を意識した記載(記載例) 

天草市商工会(需要動向調査に関すること）

天草市商工会(地域経済の活性化に資する取組に関すること）

川口商工会議所(新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること）
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「小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）事務局案の概要」 との関連性

下記２つの計画で到達目標としていることに大差はないと思われるが、キーワードがマッチした件数が多い計画
は、内容が具体的な行動につながるように記載されており、読む側に訴求性があると推察する。
よって、当分析を実施する際に想定した「キーワードにマッチングが多い支援計画は当該団体が当該団体の現
状の問題を把握し、当該団体がとり組むべき課題を定義し、課題解決案を議論した結果が盛り込まれている
可能性が高い」と想定した。
反面、マッチング率が低い計画は、認定に必要とされる要素以外の記載（具体的な行動）が少ない傾向
が見てとれた。

キーワードの
マッチング数が
多い計画から
の抜粋

キーワードの
マッチング数が
少ない計画か
らの抜粋
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経営発達支援計画の過年度計画傾向_本分析の結論

以上の結果を踏まえ、以下を本分析の結論とする。

なお、さらに踏み込んだ分析を行う際には、実績の把握に基づいた分析が必要と思われる。
そのためには、結果報告のルールの整備、監査の仕組み構築が必要と思われる。

各支援計画の分析を通じて、
•経営発達支援計画のガイドライン及び記載例を参考にして作成されたと推察する経営発達
支援計画が多いと言えるが、
•経営発達支援計画のみの比較分析では、『他の商工会・商工会議所にはない、希有な記
載であり優良事例とされるもの』の特定は困難である。

但し、小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）事務局案の全体及び概要との比較において、
当該計画に含まれるキーワードとマッチングの多い計画は、計画の読み込みを通じて判明する
計画の優秀さ（現状問題の把握、課題の定義、課題解決策の盛り込み）と一致する傾向
が強いといえる。
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本分析 結果

資料編

各グラフに印のあるデータを中心に、報告書の記載を実施
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出現ワードランキング（上位 ）

分析 8783 行う 6216 分析 9784 行う 10196 支援 7930
活用 8601 活用 6156 行う 8059 事業者 9786 行う 7888
行う 7066 実施 5875 経営分析 7235 支援 8945 事業者 7670
地域 5990 商品 5493 活用 6538 事業計画策定 7583 事業計画 6191
小規模事業者 4134 事業者 4741 事業者 6353 事業計画 7532 フォローアップ 5543
調査 3998 調査 4492 課題 4070 小規模事業者 6301 実施 4331
実施 3990 需要動向調査 3762 小規模事業者 3937 策定 5991 進捗状況 4042
提供 3272 分析 3648 実施 3743 開催 5117 計画 4002
現状 3149 小規模事業者 3335 経営状況 3368 実施 4941 課題 3907
課題 3064 調査結果 3132 現状 3349 ＤＸ 4528 策定 3663
把握 3032 課題 2859 財務分析 2872 セミナー 4336 現状 2932
公表 2836 現状 2797 分析結果 2815 課題 4264 場合 2795
調査項目 2708 調査項目 2771 支援 2600 活用 4159 必要 2608
情報 2699 フィードバック 2592 把握 2354 経営分析 3685 事業計画策定後 2399
掲載 2558 アンケート調査 2582 必要 2142 必要 3684 頻度 2295
年 2516 提供 2472 経営指導員 2020 事業計画策定支援 3522 確認 2200
経営指導員等 2363 支援 2157 経営指導員等 1724 現状 3404 目標 1909
データ 2222 情報 2073 事業計画 1625 向ける 2840 実施支援 1888
事業者 2102 経営指導員等 2026 事業計画策定 1576 専門家 2725 対象 1708
経済動向分析 2053 価格 2013 内容 1466 DX 2671 小規模事業者 1699
経済動向調査 2013 消費者 1803 非財務分析 1464 目指す 2465 応じる 1697
調査結果 1919 開発 1766 強み 1456 事業承継 2434 対応 1571
地域経済分析システム 1744 必要 1740 分析項目 1404 事業計画策定セミナー 2314 定期的 1561
商工会 1718 バイヤー 1696 経営課題 1389 連携 2224 判断 1547
経済動向 1689 分析結果 1662 目標 1381 事業 2191 活用 1531
結果 1686 把握 1615 経営 1365 創業 2161 ズレ 1529
公表回数 1662 経営指導員 1606 フィードバック 1364 支援対象 2032 訪問回数 1473
産業 1642 対象 1602 ローカルベンチマーク 1341 分析 2031 事業 1463
ＲＥＳＡＳ 1549 需要動向 1601 開催 1333 経営指導員 1981 フォローアップ頻度 1402
周知 1485 専門家 1592 ＳＷＯＴ 1295 目標 1966 生じる 1384
広い 1483 アンケート 1487 掘り起こし 1275 重要性 1953 経営指導員 1372
経営指導員 1450 サンプル数 1440 分析手法 1273 ＩＴ 1950 専門家 1322
情報提供 1403 来場者 1434 セミナー 1262 募集方法 1858 年 1317
調査手法 1382 サービス 1405 自社 1252 商工会 1778 今後 1279

3.地域の経済動向調査 4.需要動向調査 5.経営状況の分析 6.事業計画策定支援 7.事業計画策定後の実施支援
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出現ワードランキング（上位 ）
支援 15083 事業 5817 図る 5852 情報交換 3797 開催 2245
行う 12103 評価 5240 向上 5844 行う 2784 事業 2235
活用 8703 行う 3665 経営指導員 4339 商工会 2687 地域 2155
事業者 8237 見直し 3239 参加 4332 連携 2586 活性化 2085
小規模事業者 6350 課題 2626 職員 3999 年 2033 連携 1659
出展 5740 現状 2416 支援能力 3740 支援 1997 行う 1649
新た 5472 開催 2170 支援 3660 支援機関 1886 地域経済 1640
開催 5357 年 1973 課題 3656 課題 1578 商工会 1636
実施 5083 報告 1915 行う 3617 開催 1468 実施 1529
販路開拓 4847 実施 1856 活用 3336 現状 1450 図る 1501
商品 4178 仕組み 1855 共有 3323 支援ノウハウ 1439 課題 1486
商談会 3989 外部有識者 1698 経営指導員等 3200 小規模事業者 1396 支援 1301
事業 3509 商工会 1651 実施 3137 図る 1349 年 1290
課題 3314 成果 1583 小規模事業者 3068 地域 1204 イベント 1201
必要 3282 経営発達支援事業 1490 研修 2830 支店 1144 現状 1147
商工会 3147 法定経営指導員 1484 事業者 2724 共有 1065 観光 1063
開拓 3098 理事会 1290 習得 2486 支援ノウハウ等 1052 活用 1046
現状 3084 結果 1180 現状 2468 実施 1010 推進 870
需要 2958 地域 1154 ＤＸ 2461 情報 1009 取組 843
向ける 2841 実施状況 1136 開催 2412 日本政策金融公庫 999 協議会 822
ＩＴ 2682 受ける 1111 主催 2382 商工会議所 990 資する 753
展示会 2593 評価結果 1100 積極的 2382 会議 901 地域活性化 678
ＳＮＳ 2528 事業内容 1080 向ける 2330 参加 823 事業者 674
IT 2241 公表 1065 対応 2159 出席 780 小規模事業者 671
出展支援 2195 反映 1049 推進 2144 向上 771 産業 663
図る 2185 計画 981 支援ノウハウ 2130 通じる 755 今後 637
参加 2175 中小企業診断士 981 必要 2114 経営指導員 721 商店街 629
目指す 2035 経営発達支援計画 974 研修会 2023 事業 683 向ける 619
連携 1913 評価委員会 936 知識 1994 商工会連合会 620 観光協会 593
バイヤー 1895 改善 898 ＩＴ 1966 金融機関 583 事業内容 584
主催 1848 サイクル 889 県商工会連合会 1936 事業内容 575 団体 583
ＤＸ 1816 掲載 888 セミナー 1933 管内 541 地域資源 562
販路拡大 1798 年度 886 資質向上 1928 地区 521 取り組み 552
地域 1781 商工 873 情報 1489 活用 515 目的 551

9.事業の評価及び見直し 10.経営指導員等の資質向上 11.他の支援機関との連携 12.地域経済の活性化8.新たな需要の開拓

※下位のワードについては、幅広いワードが出現しており、ワードからでは考察を得るに至らなかった。
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コーディンググループランキング

コード名 頻度 パーセント コード名 頻度 パーセント コード名 頻度 パーセント コード名 頻度 パーセント
*事業者 1312 95.2% *事業者 1271 92.2% *事業者 1294 93.9% *事業者 1303 94.6%
*事業 1182 85.8% *事業 1300 94.3% *事業 1159 84.1% *事業 1268 92.0%
*業種 1229 89.2% *業種 1136 82.4% *業種 483 35.1% *業種 455 33.0%
*経営全般 1326 96.2% *経営全般 1294 93.9% *経営全般 1298 94.2% *経営全般 1308 94.9%
*経営分析 1315 95.4% *経営分析 1281 93.0% *経営分析 1298 94.2% *経営分析 1305 94.7%
*外部環境 1284 93.2% *外部環境 972 70.5% *外部環境 1124 81.6% *外部環境 880 63.9%
*売上・利益 1187 86.1% *売上・利益 1131 82.1% *売上・利益 886 64.3% *売上・利益 507 36.8%
*計画 1288 93.5% *計画 1259 91.4% *計画 1298 94.2% *計画 1310 95.1%
*課題 733 53.2% *課題 322 23.4% *課題 1190 86.4% *課題 1166 84.6%
*マーケティング 1048 76.1% *マーケティング 1297 94.1% *マーケティング 1049 76.1% *マーケティング 1035 75.1%
*調査 1322 95.9% *調査 1301 94.4% *調査 1017 73.8% *調査 717 52.0%
*展示会等 27 2.0% *展示会等 1132 82.2% *展示会等 12 0.9% *展示会等 46 3.3%
*情報発信 1310 95.1% *情報発信 588 42.7% *情報発信 817 59.3% *情報発信 1128 81.9%
*IT・DX 1310 95.1% *IT・DX 561 40.7% *IT・DX 1203 87.3% *IT・DX 1152 83.6%
*創業 123 8.9% *創業 100 7.3% *創業 194 14.1% *創業 967 70.2%
*事業承継 258 18.7% *事業承継 62 4.5% *事業承継 503 36.5% *事業承継 787 57.1%
*金融 646 46.9% *金融 181 13.1% *金融 983 71.3% *金融 966 70.1%
*財務会計 1060 76.9% *財務会計 113 8.2% *財務会計 989 71.8% *財務会計 530 38.5%
*補助金等 112 8.1% *補助金等 95 6.9% *補助金等 854 62.0% *補助金等 1068 77.5%
*知的財産 1 0.1% *知的財産 4 0.3% *知的財産 339 24.6% *知的財産 22 1.6%
*商工団体 1123 81.5% *商工団体 936 67.9% *商工団体 1031 74.8% *商工団体 1036 75.2%
*支援全般 1305 94.7% *支援全般 1289 93.5% *支援全般 1294 93.9% *支援全般 1310 95.1%
*伴走支援 300 21.8% *伴走支援 394 28.6% *伴走支援 434 31.5% *伴走支援 1025 74.4%
*広域 597 43.3% *広域 450 32.7% *広域 965 70.0% *広域 486 35.3%
*連携 1253 90.9% *連携 1191 86.4% *連携 1217 88.3% *連携 1293 93.8%
*資質向上 714 51.8% *資質向上 663 48.1% *資質向上 1222 88.7% *資質向上 1175 85.3%
*セミナー・研修 140 10.2% *セミナー・研修 154 11.2% *セミナー・研修 811 58.9% *セミナー・研修 1260 91.4%
*地域 1329 96.4% *地域 1035 75.1% *地域 683 49.6% *地域 889 64.5%
*地域資源 412 29.9% *地域資源 945 68.6% *地域資源 127 9.2% *地域資源 227 16.5%
*評価・見直し 926 67.2% *評価・見直し 1172 85.1% *評価・見直し 835 60.6% *評価・見直し 1005 72.9%
*その他 1031 74.8% *その他 803 58.3% *その他 897 65.1% *その他 1217 88.3%
*その他（状態） 1157 84.0% *その他（状態） 996 72.3% *その他（状態） 1247 90.5% *その他（状態） 1301 94.4%
＃コード無し 49 3.6% ＃コード無し 76 5.5% ＃コード無し 80 5.8% ＃コード無し 68 4.9%
（文書数） 1378 0.0% （文書数） 1378 0.0% （文書数） 1378 0.0% （文書数） 1378 0.0%

3.地域の経済動向調査 4.需要動向調査 5.経営状況の分析 6.事業計画策定支援
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コーディンググループランキング

コード名 頻度 パーセント コード名 頻度 パーセント コード名 頻度 パーセント コード名 頻度 パーセント
*事業者 1270 92.2% *事業者 1297 94.1% *事業者 1121 81.4% *事業者 1238 89.8%
*事業 1146 83.2% *事業 1304 94.6% *事業 1323 96.0% *事業 1065 77.3%
*業種 161 11.7% *業種 1221 88.6% *業種 734 53.3% *業種 254 18.4%
*経営全般 1303 94.6% *経営全般 1302 94.5% *経営全般 1271 92.2% *経営全般 1237 89.8%
*経営分析 1242 90.1% *経営分析 850 61.7% *経営分析 791 57.4% *経営分析 761 55.2%
*外部環境 380 27.6% *外部環境 1301 94.4% *外部環境 409 29.7% *外部環境 842 61.1%
*売上・利益 1193 86.6% *売上・利益 1202 87.2% *売上・利益 51 3.7% *売上・利益 258 18.7%
*計画 1315 95.4% *計画 1282 93.0% *計画 904 65.6% *計画 1172 85.1%
*課題 1079 78.3% *課題 677 49.1% *課題 384 27.9% *課題 956 69.4%
*マーケティング 422 30.6% *マーケティング 1304 94.6% *マーケティング 119 8.6% *マーケティング 984 71.4%
*調査 459 33.3% *調査 1052 76.3% *調査 632 45.9% *調査 850 61.7%
*展示会等 52 3.8% *展示会等 1285 93.3% *展示会等 41 3.0% *展示会等 122 8.9%
*情報発信 156 11.3% *情報発信 1191 86.4% *情報発信 1268 92.0% *情報発信 506 36.7%
*IT・DX 293 21.3% *IT・DX 1255 91.1% *IT・DX 1165 84.5% *IT・DX 1200 87.1%
*創業 637 46.2% *創業 85 6.2% *創業 31 2.3% *創業 171 12.4%
*事業承継 336 24.4% *事業承継 129 9.4% *事業承継 9 0.7% *事業承継 276 20.0%
*金融 622 45.1% *金融 428 31.1% *金融 428 31.1% *金融 354 25.7%
*財務会計 393 28.5% *財務会計 254 18.4% *財務会計 50 3.6% *財務会計 286 20.8%
*補助金等 610 44.3% *補助金等 213 15.5% *補助金等 24 1.7% *補助金等 614 44.6%
*知的財産 7 0.5% *知的財産 12 0.9% *知的財産 2 0.2% *知的財産 7 0.5%
*商工団体 864 62.7% *商工団体 1250 90.7% *商工団体 1315 95.4% *商工団体 1253 90.9%
*支援全般 1315 95.4% *支援全般 1304 94.6% *支援全般 836 60.7% *支援全般 1253 90.9%
*伴走支援 1254 91.0% *伴走支援 1064 77.2% *伴走支援 154 11.2% *伴走支援 550 39.9%
*広域 283 20.5% *広域 958 69.5% *広域 127 9.2% *広域 731 53.1%
*連携 1084 78.7% *連携 1289 93.5% *連携 1319 95.7% *連携 1244 90.3%
*資質向上 517 37.5% *資質向上 986 71.6% *資質向上 478 34.7% *資質向上 1254 91.0%
*セミナー・研修 155 11.3% *セミナー・研修 1007 73.1% *セミナー・研修 44 3.2% *セミナー・研修 1225 88.9%
*地域 323 23.4% *地域 1268 92.0% *地域 1090 79.1% *地域 804 58.4%
*地域資源 63 4.6% *地域資源 1010 73.3% *地域資源 427 31.0% *地域資源 72 5.2%
*評価・見直し 1314 95.4% *評価・見直し 1179 85.6% *評価・見直し 1324 96.1% *評価・見直し 637 46.2%
*その他 1254 91.0% *その他 1231 89.3% *その他 1064 77.2% *その他 1151 83.5%
*その他（状態） 1279 92.8% *その他（状態） 1255 91.1% *その他（状態） 1031 74.8% *その他（状態） 1221 88.6%
＃コード無し 63 4.6% ＃コード無し 74 5.4% ＃コード無し 54 3.9% ＃コード無し 124 9.0%
（文書数） 1378 0.0% （文書数） 1378 0.0% （文書数） 1378 0.0% （文書数） 1378 0.0%

9.事業の評価及び見直し 10.経営指導員等の資質向上7.事業計画策定後の実施支援 8.新たな需要の開拓
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コーディンググループランキング

コード名 頻度 パーセント コード名 頻度 パーセント
*事業者 612 44.4% *事業者 532 38.6%
*事業 630 45.7% *事業 592 43.0%
*業種 334 24.2% *業種 535 38.8%
*経営全般 646 46.9% *経営全般 590 42.8%
*経営分析 292 21.2% *経営分析 215 15.6%
*外部環境 475 34.5% *外部環境 589 42.7%
*売上・利益 28 2.0% *売上・利益 182 13.2%
*計画 395 28.7% *計画 436 31.6%
*課題 370 26.9% *課題 192 13.9%
*マーケティング 293 21.3% *マーケティング 552 40.1%
*調査 412 29.9% *調査 278 20.2%
*展示会等 52 3.8% *展示会等 484 35.1%
*情報発信 105 7.6% *情報発信 337 24.5%
*IT・DX 415 30.1% *IT・DX 308 22.4%
*創業 195 14.2% *創業 170 12.3%
*事業承継 228 16.6% *事業承継 142 10.3%
*金融 629 45.7% *金融 218 15.8%
*財務会計 156 11.3% *財務会計 69 5.0%
*補助金等 104 7.6% *補助金等 68 4.9%
*知的財産 15 1.1% *知的財産 14 1.0%
*商工団体 644 46.7% *商工団体 550 39.9%
*支援全般 641 46.5% *支援全般 470 34.1%
*伴走支援 178 12.9% *伴走支援 35 2.5%
*広域 428 31.1% *広域 323 23.4%
*連携 662 48.0% *連携 588 42.7%
*資質向上 662 48.0% *資質向上 375 27.2%
*セミナー・研修 310 22.5% *セミナー・研修 186 13.5%
*地域 626 45.4% *地域 586 42.5%
*地域資源 241 17.5% *地域資源 569 41.3%
*評価・見直し 287 20.8% *評価・見直し 305 22.1%
*その他 241 17.5% *その他 309 22.4%
*その他（状態） 529 38.4% *その他（状態） 542 39.3%
＃コード無し 716 52.0% ＃コード無し 786 57.0%
（文書数） 1378 0.0% （文書数） 1378 0.0%

11.他の支援機関との連携 12.地域経済の活性化
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コーディンググループのクロス集計（管轄経済産業局）
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コーディンググループのクロス集計（管轄経済産業局）
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コーディンググループのクロス集計（管轄経済産業局）
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コーディンググループのクロス集計（管轄経済産業局）
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コーディンググループのクロス集計（管轄経済産業局）
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コーディンググループのクロス集計（申請団体数）
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コーディンググループのクロス集計（申請団体数）
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コーディンググループのクロス集計（申請団体数）
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コーディンググループのクロス集計（申請団体数）
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コーディンググループのクロス集計（申請団体数）
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【考察】コーディンググループのクロス集計（認定年度）

◆計画の文章量が、年々、減少傾向にある
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※令和3年4月認定は1件のみのため表示から削除
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コーディンググループのクロス集計（認定年度）
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コーディンググループのクロス集計（認定年度）
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コーディンググループのクロス集計（認定年度）
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コーディンググループのクロス集計（認定年度）

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること(認定年度)

令和３年３月 令和４年３月 令和５年３月 令和６年３月

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

経営指導員等の資質向上等に関すること(認定年度)

令和３年３月 令和４年３月 令和５年３月 令和６年３月



95
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コーディンググループのクロス集計（法定経営指導員数）
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コーディンググループのクロス集計（法定経営指導員数）
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コーディンググループのクロス集計（法定経営指導員数）
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コーディンググループのクロス集計（商工業者数カテゴリー）
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コーディンググループのクロス集計（商工業者数カテゴリー）
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コーディンググループのクロス集計（商工業者数カテゴリー）
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コーディンググループのクロス集計（商工業者数カテゴリー）

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること(商工業者数カテゴリー)

S A B C D E

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

経営指導員等の資質向上等に関すること(商工業者数カテゴリー)

S A B C D E



105

コーディンググループのクロス集計（商工業者数カテゴリー）
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